別紙１－６

支援対象確認リスト
企業名　　　　　　　　　　
	区分
	確認事項
	内容
	適・否

	申請者の状況
	広島市内に主たる事業所を有する。
	所在地：
	適　・　否

	
	中小企業支援法に定める中小企業者に該当する。
	業種：
資本金：
従業員数：
	適　・　否

	
	みなし大企業に該当しない。
①発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有していない。
②発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有していない。
	株主又は出資者（株主名、出資者名、出資比率を記載）
	適　・　否

	
	③大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めていない。
	役員総数：
うち、大企業からの出向役職員数：　
	適　・　否

	
	1年以上継続して事業を行っている。
	創業年月日：　　　　　年　　月　　日
	適　・　否

	
	市税を滞納していない。
	別添、令和　　年　　月　　日付け
納税証明書（市税の滞納がない旨）のとおり
	適　・　否

	
	申請日において、広島市、公益的法人等指導調整要綱に規定する指導調整団体等広島市関係団体による入札参加資格者の指名停止等の措置を受けていない。
	□はい　　　□いいえ
	適　・　否

	
	企業の活動に係る関係法令等を遵守し、反社会的行為をしていない。
	□はい　　　□いいえ
	適　・　否

	
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を行なっていない。
	□はい　　　□いいえ
	適　・　否

	
	暴力団、暴力団員等又は暴力団密接関係者ではない。
	□はい　　　□いいえ
	適　・　否

	組合や商品開発グループの状況
（該当の場合のみ）
	組合・商品開発グループの構成員の３分の２以上が広島広域都市圏内の市町に主たる事業所を有する中小企業者であり、かつ1者以上が広島市内に主たる事業所を有する中小企業者である。（大学等と共同して開発を行う場合は、大学等は算定基礎に含めません。）
	□はい　　　□いいえ
構成員（構成員の企業名と本店所在地、業種、資本金、従業員数を全て記載）
	適　・　否

	
	本申請の組合・商品開発グループへの出資のうち、３分の２以上を広島広域都市圏内の市町に主たる事業所を有する中小企業者によるものであり、かつ出資している者のうち1者以上が広島市内に主たる事業所を有する中小企業者である。
	□はい　　　□いいえ
広島広域都市圏内の市町に主たる事業所を有する中小企業者が出資している割合　％
広島市市内に主たる事業所を有する中小企業者の数＿＿者
	適　・　否

	
	本申請の組合・商品開発グループは、実質的に大企業が活動の主体になっていない。
	□はい　　　□いいえ
大企業の名称：
大企業の役割：
	適　・　否

	
	本申請に記載した総事業費の３分の２以上を広島広域都市圏内の市町に主たる事業所を有する中小企業者が負担し、かつ、事業費を負担している者のうち1者以上が広島市内に主たる事業所を有する中小企業者である。
	□はい　　　□いいえ
総事業費のうち、広島広域都市圏内の市町に主たる事業所を有する中小企業者が負担する割合　　％
広島市市内に主たる事業所を有する中小企業者の数＿＿者
	適　・　否

	申請内容に関する状況
	（公財）広島市産業振興センターや国、地方公共団体の事業を活用して、試作品の開発や商品化に関する支援を受けた内容。
	制度名称：
利用年度：平成　　　年度
支援内容：
　①
　②
　③
	適　・　否

	
	事業化を目指す新技術・新製品が、新成長ビジネスの分野に該当する。
	□はい　　　□いいえ
分野：
	適　・　否

	
	事業化を目指す新技術・新製品が、通常枠か特別枠か。
	□通常枠
□特別枠（　　　　　　　　　　　　　　　）
	適　・　否

	
	本申請に記載した計画に関して、国や県、市等から助成金や助成金に類する支援を受けていない。（受けてはないが、申請中の場合は名称等を記載）
	□はい　　　□いいえ
助成金の実施団体：
助成金の名称：
交付決定時期：
	適　・　否


※太枠の中を記入
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